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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻雅彦君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。

西村盛男議員の登壇を願います。

西村議員。

○１３番（西村盛男君） おはようございま

す。１３番、かがやきの西村盛男でございま

す。

早速ではございますが、通告に従いまし

て、市政に対する一般質問をさせていただき

ます。

まずは、１点目の政治姿勢問題についてお

伺いをいたします。

昨年１２月に発症が確認された新型コロナ

ウイルス感染症が世界規模で猛威を振るう

中、その累積感染者数は、世界中で６００万

人、日本国内においては１万６,０００人を

超えるなど、未曽有の国難と言える状況によ

り、我々の生活は甚大な影響を受けました。

また、青森県内でも、現在に至るまで、ＰＣ

Ｒ検査により２７名の方に感染が確認される

など、当市におきましても、非常に緊迫した

状況が続いたと記憶をしております。

現在、全都道府県に発令された緊急事態宣

言は、その後の期間延長及び区域変更を経

て、５月２５日に解除され、国内では感染者

数が落ち着きを取り戻しつつある状況とは

なったものの、今後、第２、第３波による感

染症の再拡大への懸念が強まる中、長期化す

るであろう社会的、経済的影響は計り知れな

いものであると推測されます。

また、緊急事態宣言の解除に併せ政府が変

更、公表した新型コロナウイルス感染症対策

の基本的対処方針によりますと、感染拡大を

予防する新しい生活様式の定着等を前提とし

て、一定の移行期間を設け、外出自粛やイベ

ントの開催制限の要請等を段階的に緩和する

ことや、感染拡大の防止と社会経済活動の維

持の両立を図ることなどが明記されているこ

とから、今後、我々の日常生活も大きく変化

することが予想されております。

このような状況下、国におきましては、こ

れまで国民１人当たり１０万円を給付する特

別定額給付金、持続化給付金等、様々な緊急

経済支援策が講じられており、当市におきま

しても、先般、第２弾となる独自支援策が公

表されたところではありますが、先行き不透

明な現状において、市民の方々の不安は拭い

切れていないのが現状であると思います。

今後、何よりも市民の生命を守ることを第

一義としながらも、当面はコロナと共生して

いく中で、しっかりとアフターコロナを見据

えたまちづくりを進めていくためにも、周到

な備えが必要であるとの考えから、当市の現

状と課題を市はどのように捉えているのか、

また、今後どのような方向性で対策を講じて

いくのかお伺いをいたします。

次に、２件目の民生問題についてお伺いを

いたします。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、

国内ではマスクや消毒液等の需要が急速に高

まったことから、それらが入手困難となり、

市民生活にも大きな混乱が生じました。現

在、その状況は、徐々に改善されてきてはい

るものの、いまだ十分な流通量とは言えず、

当市におきましても、これまで市内在住の妊

婦の方や障害者の方々をはじめ、介護保険施

設、児童館等にも配布をされたところと聞い

ておりますが、市民の方々からは、今後予想

される第２波へ向けた不安の声が多数寄せら

れております。

現在、感染拡大防止対策につきましては、

政府主導で各種対応が進められております

が、仮に感染拡大の第２波が襲来した状況下

において自然災害等が発生したケースを想定
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しますと、平時における対策とは異なり、ど

のようにして市民の生命を守っていくのか、

また、避難所等における感染防止を図ってい

くかなど、国等の支援を待つだけではなく、

自治体独自に柔軟な対応が求められるものと

考えます。

有事の際は優先的に必要とされる方々及び

施設等へ早急に、かつ確実に最低限度の物的

支援ができるよう、当市におけるマスク及び

消毒液等に関し、現在の備蓄状況をお伺いい

たします。

また、今後どのようにそれらを確保してい

くのか、配布計画等がありましたら、併せて

お伺いをいたします。

以上、壇上からの質問を終わります。御答

弁のほどよろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの西村

盛男議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） 皆さん、おはよう

ございます。

ただいまの西村議員御質問の政治姿勢問題

は私から、民生問題は副市長からお答えをさ

せますので、御了承願います。

まず、御質問の第１点目、新型コロナウイ

ルス感染症拡大による当市の現状と課題につ

いてお答えいたします。

このたびの新型コロナウイルス感染症拡大

の影響により、医療従事者をはじめ、社会生

活を維持するために必要な業務に従事されて

いる方々、そして先般解除となりましたが、

緊急事態宣言下において、休業要請や移動自

粛要請等に御協力いただきました各事業者と

市民の皆様に対しまして、この場をお借りし

て感謝申し上げます。

当市においては、これまで新型コロナ感染

症患者の発生は報告されておりませんが、市

内には三沢空港、三沢駅といった交通拠点が

存在しているとともに、米軍三沢基地及び航

空自衛隊三沢基地が所在していることなどに

より、国内外を問わず、幅広い地域からの多

くの人々が訪れる地域特性があります。

今後は、首都圏を含む国内移動が段階的に

緩和され、多くの人々が移動可能となること

から、感染リスクは高まるものと予想されま

す。

このようなことから、第２波、また、クラ

スターの発生についても、十分に警戒し、感

染対策等に備える必要があるものと強く認識

しております。

市では、このような状況を踏まえ、市立病

院における受入れ態勢の建物構築に始まり、

市内小中学校や公共施設の休業措置、不足が

深刻な状況にあったマスクや消毒液の配布な

ど、医療、健康、福祉等の各分野における感

染予防対策を講じる一方で、飲食業緊急支援

助成金や第２次経済対策支援助成金の経済・

雇用に対する支援対策、ひとり親家庭等支援

米支給や給食費の無償化、大学生等への応援

給付金など、市民生活、子育て、教育分野へ

の支援等に取り組んでまいりました。

現在起こっている状況は、これまで経験し

たことのない事態であり、感染防止のために

は人出を抑制しなければならない一方、経済

活性化のためには人出の促進をしなければな

らない、このような相矛盾する難しい課題に

対して、状況の変化に応じながら通常業務の

枠を超えた行政の役割を果たしていかなけれ

ばならないものと考えております。

次に、第２点目、今後の方向性と対策につ

きましては、先ほど申し上げました現状や課

題に対する今後の方向性と対策に当たって最

も重要視しておりますことは、市民の皆様の

生命と財産・生活を守り、安全・安心に暮ら

していただきたいという思いであります。そ

のためには、市が関わる全ての分野におい

て、感染リスク軽減への取組を進めつつ、市

内経済や雇用の維持、市民生活に対する支援

を講じていかなければなりません。

今後におきましても、いわゆる新しい生活

様式へと移行していかなければならず、市民

の皆様には、以前のような生活に戻るまで、

多くの時間と御苦労をおかけするものと思い
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ますが、皆様が抱えている不安や社会経済な

どの現状について、実際に足を運び、地域の

声を直接聞きながら、皆様の負担を可能な限

り軽減することによって、安心して生活を送

ることができる地域づくりを進めてまいりた

いと考えております。

また、各種施策を展開していくに当たって

は、国、県からの交付金や補助金等をできる

限り活用してまいりますが、どうしても市単

独費での財源が必要とされる場合もありま

す。しかしながら、２次にわたる緊急対策支

援事業費は、三沢市の明るい未来をつくるた

めに必要不可欠なものであり、今後におきま

しても、経済対策等に注視し、スピード感を

持って効果的に効率的に取組を進め、この難

局を乗り越えてまいりたいと考えております

ので、議員各位には引き続き御理解と御協力

をよろしくお願いを申し上げます。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 民生問題の１点

目、マスクや消毒液等の備蓄状況についてお

答えいたします。

当市では、感染症対策の備蓄として、マス

クや消毒液等の備蓄をしておりますが、昨年

度からの新型コロナウイルス感染症の感染拡

大に伴い、衛生用品の購入が困難だった状況

もあり、市の備蓄マスクを重症化するリスク

の高い妊婦さんや内部障害者の方、市内小中

学校、介護施設及び児童福祉施設に配布いた

しました。

現在の備蓄状況といたしましては、マスク

１万１,０００枚、手指消毒液約５０リット

ル、施設用消毒液約１８０リットル等を感染

症の予防対策及び感染発生時の作業用として

備蓄をしております。

また、これまで市民の皆様や企業・団体の

皆様から、感染症対策として御寄贈いただき

ましたマスクや消毒液については、随時、教

育・福祉施設等へ提供しております。この内

容については、市のホームページで随時掲載

してございます。

民生問題の第２点目、今後の備蓄品の確保

と配布計画についてお答え申し上げます。

新型コロナウイルス感染症の第２波の感染

拡大に備えての対策が必要でございます。な

るべく早い時期にマスク４万枚と消毒液３０

０リットルを購入する予定であります。

また、備蓄品の配布計画につきましては、

公共施設や福祉施設等における衛生用品の備

蓄量の把握とともに、地域の感染状況を考慮

しながら、感染拡大防止のために備蓄品から

の放出が必要の際には、スピーディーに提供

したいと考えております。優先度の高い訪問

介護、看護利用者をはじめ、デイサービス利

用者、児童生徒等への提供について検討して

まいりたいと考えております。

また、第２波、第３波が発生し、市場にお

いてマスクが不足し、その確保が困難となっ

た場合には、既に地元の団体に布製マスクの

製作について相談し、配布した経緯がござい

ますので、今後も同様の方法を模索していき

たいと考えております。

今後の感染症対策につきましても、三沢市

感染症対策本部で検討した上で、備蓄品の配

布や独自の対策を講じてまいりたいと考えて

ございます。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） ありがとうござい

ます。

再質問をさせていただきたいと思います

が、まず冒頭において、今般のコロナに関し

て多大な影響、被害を受けておられる方、そ

してまたお亡くなりになられた方、国内でも

たくさんいらっしゃいます。また、その御家

族の皆様にお見舞いとまたお悔やみを申し上

げたいと思いますし、世界中で最前線でコロ

ナと闘っておられる方々、医療従事者、また

関係する多くの皆様に、私からも敬意と感謝

を申し上げたいと思います。

そして、さらには、三沢市においても、こ

のコロナの対応に日々追われ、業務に従事さ

れている市長をはじめ職員の方々、そして今
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回の一般質問への対応もしていただいた職員

の方々にも、心から感謝を申し上げたいと思

います。本当にありがとうございます。

先ほどの御答弁、そしてまた私の質問内容

の中にもございましたけれども、やはり今

後、非常に難しいのは、感染拡大を防止して

いくということと、地元の経済活動、社会的

な活動を維持していかなければいけない、そ

の両立を図っていかなければいけないという

のが、本当に難しい大きな課題であって、今

後の市政運営とか、まちづくりの方向性、方

向づけというものにも大きな影響があると思

いますし、市長をはじめ市には難しいかじ取

りが、これは要求されてくるのではないかと

いうものを非常に強く私も感じておりまし

て、まさにこういった厳しい状況、難局にこ

そ自治体としての実力といいますか、そう

いったものが試される今このときではない

か、そのようにも思っています。

そういった中で、国においては、コロナ対

応の追加対策を盛り込んだ２次補正、これが

６月１０日に衆議院を通過したという報道が

あり、今日でしょうか、明日でしょうか、に

成立の見込みであるという報道がなされたか

と思います。

非常に、先ほど申し上げた感染拡大の防

止、また地域の社会経済活動の維持の両立を

実現していくためには、やはり財政的にも非

常に難しい部分というのがあると思っており

まして、そういった中で市の独自財源だけで

はもちろん非常に厳しい面があると。そし

て、先ほど申し上げた国の２次補正の中に

は、地方創生臨時交付金というものの第２

弾、２兆円だったでしょうか、が含まれてい

ると思うのですけれども、正直、この２次補

正に含まれている地方創生臨時交付金が、第

１弾と同額が来る、それ以上来るのかという

ことが非常に見通しとしては不透明でありま

して、その地域の財政力に応じて配分される

ものなのか、それともコロナの感染者数や地

域のダメージの大小によってこれが配分され

ていくものなのか、非常に不透明な中で、市

としても様々な対策をこれは打っていかなけ

ればいけないという状況であると私は認識し

ております。

もちろん、先ほど市長の答弁にもありまし

たとおり、第１次、第２次の支援策を、市と

しても独自支援策を講じられているわけでご

ざいますけれども、今後、財政的な不安があ

ると先ほど申しましたとおり、やはり市とし

ても財政規律を保つということをまずはしっ

かりと考えなければいけないわけであって、

そういった中には、コロナによって様々、今

は予算の執行ができない、今後、予算の執行

を留保しなければいけないという話も、これ

は検討しなければいけないと思うし、見通し

というものを立てていかなければいけないと

思っておりますが、再質問としては、市とし

て様々な基金を取り崩しをして支援策等を講

じていると思うのですけれども、今後、市と

してどのように財政規律を保っていくのかと

いう観点から、予算執行留保、そういったも

のの見通し、現時点で分かっているものがあ

れば教えていただきたいし、今後、どのよう

に第３次もしくは第４次になるのか分かりま

せんけれども、支援策を講じるために財政的

な基盤を維持していくのか、活用していくの

か、そこについてお聞きをしたいと思いま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

財務部長。

○財務部長（山﨑 徹君） ただいまの再質

問にお答えいたします。

基金の状況とか留保額のお話がございまし

た。

主にイベントの自粛で執行されない予算、

既にあります。あと、お祭り等の関係、団体

への補助金、さらにまた出張旅費などが主に

なりますが、留保額としては合計で８,５０

０万円と見込んでおります。これにつきまし

ては、９月補正で減額し、コロナ関連経費の

財源として予算を組み替える、あるいは今

後、将来、市税や消費の落ち込みによる消費

税交付金などの減収というのが懸念されま
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す。その将来の財政需要に備えるなど、その

保留額は有効に利用したいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） ありがとうござい

した。

細かいところは、今後また、委員会等でも

お聞きをしたいと思いますし、今後、一般質

問を控えている議員の方々とも関連してしま

う部分はあると思うので、この場ではいたし

ませんが、私が１点再々質問としてさせてい

ただきたいと思っているのは、やはりこう

いった場面で、先ほど申し上げた難しい難局

を乗り切っていくために必要なものは、やっ

ぱりトップである市長の決断力と行動力、判

断力であると思っています。

市民の方からは、市の独自支援策や、国か

ら国民に一律給付をされた１０万円などが、

ちょっと三沢市はスピード感が足りないので

はないかという声も実際には届いておって、

もちろん職員の方々は一生懸命やっていただ

いているのは重々に承知しているわけであり

ますけれども、やはり市民の方は非常に不安

というものを、先行きの見えない不安という

ものを抱えておって、その不安が後々に不満

となって、様々な声として聞こえてきている

のだと思っております。それを払拭するため

には、やはり市長が市民の方々を安心させる

ために、何というのでしょうか、強いメッ

セージをぜひとも継続的に発信をしていただ

きたいと私は思っております。

もちろん、コロナ対策全般においては、国

ですとか県が主体となって進めていくわけで

すけれども、やっぱり市としても明確な、

様々な政策に優先順位を持って、これから市

民を守るために取組を進めていかなければい

けないと思いますし、こういう難局であるか

らこそ前例主義に捉われることなく、何とい

うのでしょうか、新しいことに挑戦をする一

つのターニングポイントとも捉えることがで

きると私は思っているのです。そういった意

味では、ぜひとも市長にはしっかりと市民の

方へ安心していただけるようなメッセージを

送っていただきたい。

若干話はそれますけれども、今朝、朝刊を

見ましたら、市長が就任１年を迎えられたと

いう記事が載っておりました。その中に、市

長の動き、働きが見えないというコメントで

しょうか、記者の質問なのでしょうか、が

載っておりましたけれども、私はぜひ、この

タイミングにそういった声を市長に払拭をし

ていただきたいし、非常に不安に思っている

市民の方とか、御商売に多大な影響を受け

て、この先どうしたらいいのかと非常に困っ

ておられる市民の方々に有効的な施策を講じ

ていただきたいと思っているわけです。

市長、いかがでしょうか。今後、まちづく

りの方向性やそういったものが大きく転換す

るであろう、変わっていくであろう今このと

きに、これからどういった思い、考え、方向

性を持ってまちづくりに取り組んでいかれる

のか、そのことについてコメントを頂ければ

と思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） 西村議員の再々質

問にお答えをいたしたいと思います。

先ほど答弁で申したとおり、市長として今

のコロナ対策については、市民の尊い命と財

産を守る、そしてかつ、生活、仕事、そう

いったものを守って、安心・安全な生活を用

意するというのが大変大事な役割だと思いま

す。

私もお休み中、連休に一度も休みなく役所

のほうに出て、市民からのお声をたくさん頂

戴しております。中には、市長、何やってる

のだ、さっぱりやっていることが見えないと

いうお声もたくさんございました。しかしな

がら、アラブのことわざに「急ぐ仕事に悪魔

が潜む」ということわざもございます。慎重

感を持ちながらも、かつ、どこかの自治体み

たいに二重あるいは三重にして金を振り込ん

だとなりますと、かえってそちらのほうが信
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用もなくするし、かつ、尻拭いも大変なわけ

でございますので、急ぐ中にも慎重感を持っ

て、緊張感を持って、これからやっていきた

いと。

そしてまた、１周私の任期が終われば、１

周というのは４月始まりで３月でなくて６月

から６月、終わってから市政報告会をやろう

かなと思ってましたところ、こういう状況が

発生いたしました。

例えば、市政報告会一つにしても、あれは

３密の最たるもので、人数も５００人も６０

０人も来る、時間も２時間も３時間もやって

換気はしないということになれば、そういう

環境は市長はつくるべきでないというように

感じましたので、では今後はどのように声を

出していくかということを後援会の皆様方と

相談しながら、例えば市長室からとか市長だ

よりだとかというみたいに広報に１項を加え

て発信するとか、あるいは後援会だよりと

か、そういう方法で今やっている政策を市民

の皆様に届けたいなと考えておりますので、

御理解を願いたいと思います。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、西村盛

男議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

田嶋孝安議員の登壇を願います。

田嶋議員。

○５番（田嶋孝安君） ５番、かがやき田嶋

孝安です。

通告に基づきまして、一般質問をさせてい

ただきます。

三沢市は、平成１５年から青森県への最重

点要望に、三沢－羽田間１日４往復の復便に

ついて要望をしてきましたが、本年５月１４

日、国土交通省羽田空港国内線発着枠政策コ

ンテストの結果、令和３年３月末から１年間

トライアル枠を獲得しました。長年にわたる

要望活動がチャンスとして到来し、このチャ

ンスを逃すことなく、地域の産物としても有

効に利用活用していかなくてはいけません。

三沢市のメリットとして私自身感じるの

は、空港が市内中心部から１０分程度で行く

ことができ、現在、空港の駐車場は無料で、

第１駐車場、第２駐車場を合わせ約５００台

の車を止めることができます。利便性におい

て、立地条件とともにとてもよい空港ではな

いでしょうか。

さらに、約１時間２０分のフライトで都心

に行くことができ、ビジネス、観光として時

間短縮可能な交通手段が身近にあることは、

三沢市のメリットの一つであると感じており

ます。

現在、コロナ禍に伴い、空港利用ができて

おりませんが、コロナ禍に伴い、大きく生活

や常識が一変してきております。リモート通

話や自宅でのテレワークなど、以前では不可

能であった事項が可能であり、とても仕事が

できる方々が増え、自宅を自然あふれる場所

へ、そして地方へと考えを変える方々が増え

てきているようです。月に数回、地方から首

都圏に行けばよいというビジネスマンも、今

後増えていくように感じます。

また、企業においても、高騰する首都圏で

のオフィスを構えるより、家賃が安く済む地

方へ移すことを検討しているということもあ

り、都心部の一極集中にも変化が見えてきて

おります。このことを踏まえ、地方には大き

なチャンスが来ていると感じます。

そのような中、移動に約２時間というの

は、首都圏においては当たり前と考えられて

いる時間だと伺う中で、三沢市から首都圏へ

の移動ということも検討の余地が十分にある

ように感じます。このようなことなども考え

ると、さらに１日三沢－東京４往復という内

容は、非常に三沢の移住・定住者、企業誘致

の呼び込みにもつながるように感じます。

以上を踏まえ、空港の利用促進を図り、確

実に１日４往復便を堅実なものとし、さらな

る利用促進を図っていくべきだと感じます。

そこで、三沢市民はもとより、三沢出身者

にも、三沢に帰省の機会やふるさとの思い出

を感じる機会として、さらに自然あふれる青

森県とおいしい食材をこの地において食して
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いただき、ふるさと納税のお礼品として航空

券を活用しながら三沢のよさを再認識しても

らい、移住検討の機会を含め、利用してもら

うことも必要ではないかと感じます。

さらには、三沢市民の皆様はもとより、地

域の皆様、ビジネス、観光として利用する

方々にさらなる利用促進を図るため、航空券

の助成などを行い、三沢空港を中心とした生

活、ビジネス、観光に活用し、地域経済発展

を考えていく必要があるのではないかと感じ

ます。

マスメディアの記事によると、三沢と周辺

市町村等でつくる三沢空港振興会の会長小檜

山市長は、長年の努力が形となった、衰退が

懸念される地域経済回復の一助になればと語

られております。そこで、地域経済回復に期

待される三沢空港利用促進について３点伺い

ます。

一つに、三沢空港促進利用についての今後

の展望について伺います。

二つ目に、企業誘致並びに移住・定住につ

なげる考えがないか伺います。

三つ目に、航空券ついて、ふるさと納税お

礼品や助成金などにつなげる考えはないか伺

います。

以上になります。よろしくお願いいたしま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの田嶋

孝安議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの田嶋議

員の御質問の三沢空港利用促進についての第

１点目、三沢空港利用促進の今後の展望につ

いては私から、そのほかにつきましては政策

部長からお答えをさせますので、御了承願い

ます。

田嶋議員からもお話を頂きましたが、三沢

空港の三沢－羽田線の発着枠について、国土

交通省から先般実施した羽田空港発着枠政策

コンテストの評価結果が公表となり、本年の

冬ダイヤから１日３往復から４往復へと増便

されることになりました。これも、ひとえに

市議会をはじめ、青森県や三沢空港利用促進

期成会などの関係機関はもとより、これまで

の関係各位の御尽力と御協力により実現でき

たものと改めて深く感謝を申し述べるもので

あります。

私ごとで大変恐縮ですけれども、私も県議

時代、三沢市からのパイプ役として、工藤慎

康議員、沼尾議員と何度もこの三沢空港利用

促進についての一般質問を繰り返したことを

今懐かしく思い出しております。

御質問の４便体制を継続していくために、

今後どのように取り組んでいくのかにつきま

しては、三沢空港の現状は、２０１７年の航

空旅客動態調査によると、ビジネス需要は平

日が７０％、休日が４５％と多い傾向にあ

り、一方、観光需要は平日が１４％、休日が

２５％と低く、利用促進に向けてビジネス面

はもとより、観光面をさらに強化していく必

要があると考えております。そのための施策

としては、青森県や周辺市町村等と連携しな

がら、西日本への観光交流の拡大や訪日外国

人旅行者の誘客を推進するほか、北海道、北

東北の周遊観光を推進するなど、観光需要の

拡大に取り組んでまいります。

また、空港連絡バスの増発や下北方面への

交通手段の新設などのほか、三沢空港利用者

への鉄道やフェリーなどの割引特典を創設す

るなど、立体観光を支える２次交通の充実に

も取り組んでまいりました。

さらに、近年の三沢空港の利用率向上に伴

い、第１駐車場及び第２駐車場においては、

繁忙期には満車状態により駐車場が不足する

状況となっていることから、空港利用者が安

全にかつ安定的に駐車場を利用できるよう第

２駐車場を整備するなど、周辺環境整備につ

いても取り組んでまいります。

私からは、以上です。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 三沢空港利用

促進についての第２点目、企業誘致並びに移

住定住につなげる考えはないかについてお答
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えいたします。

当市といたしましては、これまでも首都圏

等で開催される企業立地フェアや移住相談会

において、中心街から近い三沢空港の立地上

の優位性を大きなアピールポイントとしてＰ

Ｒするなど、企業誘致活動や移住相談の際に

は、空港が所在するメリットを積極的に情報

発信してまいりました。

そのような中、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響により、首都圏の企業を中心にテ

レワークが普及し、活動拠点を地方に移すこ

とを検討する企業の増加が見込まれておりま

す。

当市といたしましては、今回の４便化によ

り、首都圏への交通の利便性が一層向上する

ことから、これをチャンスと捉え、事務系や

ＩＴ系など、多様な業種の企業に対して誘致

活動を展開してまいりたいと考えておりま

す。

また、企業等へ向けて、当市の自然など地

域資源を生かした仕事や、美しい景観を芸術

や文化など創作活動の拠点として提供する事

業についても検討してまいりたいと考えてお

ります。

一方、移住・定住の促進に関しましても、

テレワークの普及により、地方に移住して働

きながら暮らしたいというニーズの増加が予

想されることからも、三沢市の強みを生かし

た移住情報の発信に一層力を入れ、今回の４

便化を移住・定住促進にもつなげてまいりた

いと考えております。

次に、御質問の第３点目、航空券につい

て、ふるさと納税お礼品や助成金等につなげ

る考えがないかということにつきましてお答

えいたします。

ふるさと納税のお礼品として航空券を発付

することは、交流人口の増加に期待ができる

ものと考えており、航空会社等と連携し、実

施に向けて検討してまいりたいと考えており

ます。

また、三沢空港の利用者に対しての割引や

特典等の付与につきましても、青森県及び周

辺市町村等と連携しながら実施に向けて検討

してまいります。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 田嶋議員。

○５番（田嶋孝安君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

非常に前向きな回答を頂いたなということ

で、非常に期待をさせていただきたい、その

ように感じました。

そこでではありますが、１番でまずは伺っ

たものに対しての再質問としてさせていただ

きたいのですが、現在、このコロナという状

況の中において、いつこれが収束するかとい

うことに対しても、まだまだ分からない状況

にあるように感じます。せっかくのチャンス

をやはり物にしなければ、私たちはいけない

というふうに感じます。そのチャンスを物に

するためにも、実際、この期間というもの

が、非常に不利に回るのではないのかなとい

うところもあります。

そんな中にして、この期間を延ばすなりな

んなりというような、こういうことを折衝し

ていかなければいけないのではないのかとい

う感じも受けながらおりますが、このトライ

アル期間の見直しに対して、これを考え方な

り要望を変えていくということを出していく

ことがないかどうか、これにつきましてお伺

いしたいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） ただいまの田

嶋議員の再質問のトライアル期間の見直しを

する予定はないかという御質問にお答えした

いと思います。

トライアル期間が確かに来年度１年間とい

う設定になっていることにつきましては、三

沢市としては確かに厳しい条件であると認識

しております。ただし、新型コロナウイルス

の感染の影響につきましては、日本の全ての

空港が受けていると認識しております。ま

た、１枠を競う下地島空港を含めて、条件は

どこも同じだと考えておりますので、現時点
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ではトライアル期間の見直しを要求すること

は考えておりません。

今後、市としては、コロナ感染の状況や国

の動向を注視しながら、県、関係市町村と共

に現状でのできる限りの利用促進に向けての

取組、そしてトライアル運航で成果を上げ

て、４便を維持継続できるように鋭意努力し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 田嶋議員。

○５番（田嶋孝安君） ありがとうございま

す。

今のお話の最後ではありますが、維持継続

ということのお話を頂きました。本当にこの

４便をやはり定着させなければいけないとい

うことが、私たちも努力していかなければい

けない内容だと思います。まずは、この４便

に対して維持継続ということをしっかりやっ

ていかなければいけないということで、ぜひ

ともその努力を惜しまないように、よろしく

お願いしたいと思います。

まずは、併せてになりますが、２番ではな

く３番の件について再質問をさせていただき

たいと思います。

本当に維持継続をするためには何をしてい

くかということの中でも、前向きなお話は頂

いた状況だと思っております。ぜひとも検討

していただき、そして早急な中で実行に移し

ていただければというように思うわけではあ

りますが、そんな中でありますが、本当に期

間が迫っている状況もありますので、この内

容についてタイムリーな状況の中にして、い

つ頃この内容について着手する考えがあるか

どうかについて再質問させていただきます。

どうぞよろしくお願いします。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 再質問のいつ

頃に実施していくかということにつきまして

は、実施するからには納税者、それから利用

者にとって魅力のあるものにしたいと考えて

おりますので、今後、航空会社、旅行会社な

どと内容を相談しながら充実したものとなる

よう検討が必要と考えております。時期につ

きましては、トライアル期間が来年度、４月

から再来年の３月までの１年間でございます

ので、実績が評価されるように、来年の４月

の実施に向けて進めてまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、田嶋孝

安議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

久保田隆二議員の登壇を願います。

久保田議員。

○２番（久保田隆二君） おはようございま

す。２番、市民クラブの久保田隆二です。

まずはじめに、議長のお許しを頂きまし

て、一般質問に入る前に、新人議員として一

言挨拶を述べさせていただきます。

今年３月に行われました三沢市議会選挙に

おきまして初当選させていただきましたこと

を感謝申し上げるとともに、これから４年

間、皆様方の教えを請いながら、誠心誠意活

力あるまちづくりに取り組んでまいりたいと

思います。

それでは、本題に戻りまして、通告に従い

まして一般質問をさせていただきます。

近年、ＩＴ時代におけるデータ活用の重要

度は高まりつつあります。民間事業者におい

ても、ビッグデータと呼ばれる大量のデータ

から課題解決をするスペシャリストが現れ、

各業界で活躍をされています。当然、これか

らの行政でも、データ活用は必須の知識・技

術になることが予想されることから、今後の

三沢市でのデータ活用の方針を次のとおり質

問させていただきます。

まず１番目として、データを使った市民等

とのコミュニケーションについて。これは、

市民意見を収集して、その収集された市民意

見をデータ化していって、そして最後に、そ

のデータ化されたものをいかに行政サービス

に反映させるかということについてです。

市民向けに行政サービスを何かつくる際
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に、当然便利なサービスをつくる必要があり

ます。自己満足なサービスや計画ですと、無

駄なコストがかかってしまいますし、当然市

民の満足度も下がってしまいます。しっかり

と市民の気持ちに寄り添った計画やサービス

を常につくっていく必要があると考えており

ます。

民間の世界においても、例えば何か商品を

つくる際に、まずはアンケート等を取って、

市場全体を調査して、その市場調査の結果を

データにして、分析をして、最後に分析され

たデータを商品開発に生かしていくという場

面が多くあります。

ですので、三沢市政におかれましても、こ

の仕組みを活用していく必要があると考えて

おりまして、まずはステップの１番として、

いかにアンケート等によって市民の意見を多

く集めていくのかということ。そして、ス

テップの２番目として、その集められた市民

意見をいかにデータ化してまとめていくのか

ということ。最後に、ステップの３番目とし

て、いかにデータの結果を行政サービスや計

画等に反映させていくかということ。この３

段階のステップをうまく活用していけば、無

駄なコストをかけずに、市民満足度の高い行

政サービスや計画をつくることができると考

えますけれども、こういったデータを生かし

た市政運営について、今までの取組や今後の

方針についてお聞かせいただきたいと思いま

す。

次に、二つ目として、各部署でのデータで

の目標値管理や公表について。これは、先ほ

どの３段階のステップの説明をさせていただ

いたのですけれども、市民の意見を集めて

データにして、行政サービスに反映させるこ

とが重要と述べさせていただきましたけれど

も、それと同等に重要だと思っているのが、

目標値管理であると考えています。目標がな

いものは、何を改善するのか不明なためで

す。ですので、データを生かすこととセット

で、目標値を管理することは重要な考え方で

あると感じます。

また、その目標値やその達成状況を市民の

皆様に公表していく必要があると感じられま

すので、現状の三沢市全体の計画の目標値管

理、そして公表について、今までの取組や今

後の方針についてお聞かせいただきたいと思

います。

最後、３番目に、各部署でのデータ活用人

材の教育や外部人材との連携についてです。

市民意見をアンケート等で取得しても、そ

の市民意見をデータ活用できないと意味がな

くて、その市民意見をデータに変換すること

と、そのデータから行政サービスをよりよく

する方法を考えることが重要であると感じま

す。

データの活用事例を定期的に職員さんが勉

強するような仕組みを構築したり、外部人材

をうまく活用していって、データ分析業務を

行うことができれば、データに強い三沢市政

をつくり出せるというふうに感じております

けれども、今後の三沢市政の方針をお聞かせ

いただきたいと思います。

以上で、私の一般質問を終了いたします。

御答弁、よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの久保

田隆二議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの久保田

議員の御質問の行政問題の市政運営のデータ

活用についての第１点目、データを使った市

民等とのコミュニケーションについては私か

ら、その他につきましては政策部長並びに総

務部長からお答えをさせますので、御了承願

います。

地方自治体を取り巻く環境は、厳しい地方

財政や人口減少、少子高齢化問題など、近年

大きく変化するとともに、住民意識の変化や

価値観の多様化から、地域の課題もますます

複雑化しております。

このような状況の中、財政の健全化を保ち

つつ地域の諸問題を解決するためには、行

政、市民、企業など、多様な主体が一体と
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なってコミュニケーションを図りながら課題

解決に取り組む必要があります。そのため

に、当市といたしましては、限られた財源を

有効に活用しながら、効率的に市政を運営し

ていくために、当市の最上位計画である第二

次三沢市総合振興計画をはじめ、各部署にお

いても市民意見を反映させた各種計画を策定

し、計画的に事務事業を推進しております。

御質問のどのようにして市民意見を収集、

データ化、分析して、その結果を市政運営に

反映させているのかにつきましては、各種計

画の策定に当たっては、一般的には郵送によ

る市民アンケート調査を行い、その結果を集

計することにより市民ニーズを把握しつつ広

くパブリックコメントを実施し、さらには各

団体の代表者及び市議会議員の皆様からも御

意見を伺った上で策定をしております。

このように、計画策定の時点で市民意見を

取り入れ、その計画に基づき事務事業を進め

ることで、市政運営に反映させております。

今後とも、様々な機会を捉えて、広く市民

の意見を収集することに加え、ＩＴ技術を活

用し、迅速かつ的確に地域課題を把握しなが

ら市民に信頼される市政運営に努めてまいり

たいと思います。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 市政運営の

データ活用についての第２点目、各部署の

データでの目標値管理や公表についてお答え

いたします。

当市の各部署で所管する各種計画につきま

しては、基準値や目標値が設定されている目

標値管理型の計画がございます。そのような

計画につきましては、各部署において定期的

に進捗管理を行うこととしております。

一例を挙げますと、第二次三沢市総合振興

計画の場合には、毎年度、事務事業の進捗管

理を行うとともに、ＰＤＣＡサイクルの運用

により目標値に対する達成状況等を検証し、

改善が必要なものは各部署において所要の改

善を図ることとしております。また、当該計

画の進捗状況につきましては、市民の皆様が

視覚的に把握できるように達成度をグラフ化

し、市ホームページにおいて公表しておりま

す。

今後とも、時代や地域情勢の変化を的確に

見極めつつ必要に応じて各種計画を改定する

とともに、ＰＤＣＡサイクルの運用により事

務事業の改善を図りながら、よりよい市政運

営に努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（田面木るり子君） 行政問題の

市政運営のデータ活用についての御質問の第

３点目、各部署のデータ活用人材の教育や外

部人材との連携についてお答えいたします。

当市の人材育成につきましては、第二次三

沢市総合振興計画に掲げる基本理念でありま

す「未来へつなぐ 心安らぐ 国際文化都

市」の実現に向けて、三沢市人材育成基本方

針を策定し、当市職員のあるべき姿でありま

す目指す職員像や必要な能力を明確に示し、

市民の期待に応えることができる人材育成を

進めているところであります。

この基本方針の中でも、職員研修は人材育

成の一つと捉えており、職務ごとに必要な能

力を習得するため、また、社会情勢の変化に

伴う新たな行政課題に的確に対応できる能力

を向上させるため、自己学習や職場研修を実

施するとともに、職場外研修を計画的に受講

することによって、職員の意識や能力の向上

が図られるよう研修計画を作成し、実施して

おります。

御質問の地方自治体におけるデータの利活

用につきましては、個人情報などを安全かつ

有効に活用することにより、効果的な政策立

案や住民サービスの向上が期待されるものと

して、現在国が推進している取組でありま

す。当市におきましては、データを活用でき

る人材の育成のため、東北経済産業局が実施

している地域経済分析システムの基本操作及

び分析手法等を習得する出前講座を実施する

方向で調整しているところであります。
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今後におきましては、人材の育成及び他自

治体におけるデータ活用事例の研究をすると

ともに、必要に応じて民間への業務委託な

ど、外部人材の活用を図りながらデータ活用

による市民サービスの向上につなげてまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 久保田議員。

○２番（久保田隆二君） 御答弁頂きまして

ありがとうございました。

３番については、再質問がございませんけ

れども、１番、２番につきましては再質問が

ございますので、順番に１番から再質問をさ

せていただきたいと思います。

まず、１番目のほうなのですけれども、

今、大きい計画、各種計画の策定に当たっ

て、郵送による市民アンケートの調査とか、

あとはパブリックコメントを実施したりとか

をされているというふうな話をお聞きしまし

た。こういったところを引き続き実施してい

ただきながら、最近では物すごくネットを

使った、例えば行政サービスの運用というも

のも出てきて、例えば今、定額給付金の申請

も、電子申請という形で１０万円を申請した

方もいると思うのですけれども、そういった

形で今後、今までインターネットを利用した

アンケートが取りづらかったのは、個人認証

の部分が物すごくあると思っていて、なりす

ましとかそういうものがありましたので、今

後はマイナンバーカードとかを利用した形

で、インターネットとかをうまく利用して、

市民の皆様とコミュニケーションを取ってい

くような形が物すごく望ましいのではないか

というふうに考えています。

そういった形の取組が、三沢市としては今

後どういうふうに進めていかれる方針がある

のかということについて再質問させていただ

きますので、ちょっと御答弁をお願いいたし

ます。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） ただいまの久

保田議員の再質問にお答えしたいと思いま

す。

市民の意見を聞くに当たり、インターネッ

ト等の活用してはどうかということでござい

ますけれども、確かに市民の意見をより多く

集めるためには、現在、アンケートの調査に

ついては郵送で行っておりますけれども、イ

ンターネットやアプリを活用した回答方法に

ついても選択肢の一つであると認識しており

ます。

今後につきましては、今年度中にＩＣＴ推

進プロジェクトチームというものを市で設置

するのですが、そちらのほうでもその活用等

を検討しながら、また、どのような方を対象

にしたアンケートにインターネットの活用が

有効なのかどうか、そういう面も含めて研究

してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 久保田議員。

○２番（久保田隆二君） 御答弁頂きまして

ありがとうございました。

そのＩＣＴ推進チームが出来上がるという

ことで、物すごくいい取組というか、ぜひそ

ういったところでいろいろな研究をしていた

だければというふうに考えております。

続きまして、２番のほうについて再質問さ

せていただきたいと思うのですけれども、今

後、その目標値管理をしていくに当たって、

これについてもそうですけれども、今、市で

第二次三沢市総合振興計画、こちらは私がも

らった資料なのですけれども、こういった資

料とかも、今後多分、なるべくはシステムと

いうかアプリというか、今後はここにいる全

員が例えばタブレットなんかを持ってくるよ

うな時代になって、今は多分小中学生とかに

もタブレットを渡していると思うのですけれ

ども、多分市民全員がタブレットを持つ時代

になったときに、タブレットとかそういうパ

ソコンの中でどうやって分かりやすくデータ

とかそういうのを見ていくかというところが

非常に重要になってくると思っていまして、

先ほどのＩＣＴの話にも近いと思うのですけ
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れども、そういった取組とかについても、三

沢市としては今どのようにお考えなのかとい

うことについて再質問をさせていただきたい

と思いますので、御答弁をお願いいたしま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 久保田議員の

再質問にお答えいたします。

今後、各部署におけるデータ等を使いなが

ら、容易に市の計画について把握ができない

かということでございますけれども、現在、

市のホームページ、それから広報みさわ等に

よりまして公表しているところでございま

す。

御質問の容易にデータを確認できるような

システムの構築につきましては、導入につき

ましては、現在の市のホームページのシステ

ムのほうをどのように改修していったら可能

なのか、また、新しいシステムの構築がふさ

わしいのかにつきまして、これから検討して

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 久保田議員。

○２番（久保田隆二君） では、終了という

か、再質問は終了ですけれども、そういった

形で、多分ＰＤＦとかで今見ている資料とか

をうまくそういったところで使っていければ

いいなというふうに思っていたので、そう

いった取組を今後やられていくということな

ので、ぜひ積極的に取り組んでいっていただ

ければと思います。

これで私の一般質問は全て終了とさせてい

ただきます。再々質問はございません。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、久保田

隆二議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時１４分 休憩

────────────────

午後 ０時５９分 再開

○議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（瀬崎雅弘君） 議長を交代いたし

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

小比類巻孝幸議員の登壇を願います。

小比類巻議員。

○４番（小比類巻孝幸君） こんにちは。議

席４番、市民クラブの小比類巻孝幸です。

一般質問に先立ち、議長のお許しを頂き、

はじめに私の市議２期目の所信を述べさせて

いただきたく、お願い申し上げます。

３月の市議会議員選挙で、再度市議会の一

員に選出していただきました。市民の代表の

一員として、気を引き締めて三沢市のために

尽くしてまいりたいと思います。

三沢に暮らす全ての人が幸せで充実した生

活ができる未来を築くために、まず三沢市の

経済の活性化と職場・学習環境の充実、そし

て市民の生活と文化を守る、これらの政策の

発展が必要不可欠です。

私は、市民の声をしっかりと聞いて、速や

かに市政に届け、様々な問題の解決のために

汗を流していきたいと思っています。そのた

めにも、市職員の皆さんと情報交換や話合い

を重ねながら、お互いに高め合い、力を発揮

できる、やりがいのある職場の中で共に働き

たいと思っています。これからもよろしくお

願いいたします。

それでは、通告に従いまして一般質問をさ

せていただきたいと思います。

まず、一般質問の第１点目、共生社会ホス

トタウン推進事業の計画についてお伺いいた

します。

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大を

理由として、東京オリンピック・パラリン

ピックの開催が来年度夏季に延期になりまし

た。それに伴い、三沢市の共生社会ホストタ

ウン推進事業も、期間や内容の見直しが迫ら

れています。また、三沢市が共生社会実現の

シンボルとして誘致に尽力してきた、カナダ

車椅子ラグビーチームの三沢市での事前合宿

も休止状態となっています。
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三沢市が掲げる共生社会ホストタウン推進

事業は、誰もが活躍できる社会の実現という

理念と、店舗、施設などのユニバーサルデザ

イン推進など、ソフト、ハードの両面から三

沢市の未来を展望でき、三沢市の精神的、経

済的な発展に不可欠な事業であり、決して停

滞させてはならないと思います。

現在、慎重な行動が求められている中、計

画を見直さなければならないことは、仕方が

ないことですけれども、本事業そのものが今

年度どの程度進展するのか。来年度に向けた

展開及びオリ・パラ終了後にどのような施

設、事業のレガシーが創出され、市民が活用

できるのか。皆が不安に包まれている今、三

沢市の将来の展望をしっかりと伝えることが

市民のモチベーションの向上につながり、経

済活性化への指標になるはずです。この苦し

い時期こそ、市としては事業展開を見詰め直

す時間であり、市の発展のチャンスのときで

あると思います。

そこで、今年度及び来年度の共生社会ホス

トタウン推進事業の計画について、三沢市の

考えを伺います。

続きまして、第２点目、協働のまちづくり

市民提案事業の活用について伺います。

三沢市の協働のまちづくり市民提案事業

は、市民と行政が一体となって、地域の魅力

づくり、再発見などに取り組んできた実績が

ある施策です。さらに、一般市民団体に加え

て、今年度から中高生チャレンジ事業を新設

して、広い年齢層の行動力が発揮できるもの

と期待しております。しかしながら、国の緊

急事態宣言の解除後の現在、自粛の意識が依

然強く、市民団体や学校側は、様々な活動制

限により、思うような提案ができない状況で

あると聞いています。

このような状況の中、他の地方市町村で

は、停滞してしまった観光、経済活動の再始

動の試みが見られます。例えば、隣の十和田

市では、高校生で組織された十和田高校会議

所が困窮している大衆食堂の応援のため、十

和田市内の店舗の料理を盛り合わせたテイク

アウト商品を開発しました。若い感性を生か

したすばらしいアイデアであり、この活動に

は三沢高校の生徒も参加しています。

三沢市においても、行政から市民団体や学

校に向けて協働のまちづくり市民提案事業へ

の理解と協力を広く呼びかけることで、三沢

市の観光、地域産品に対する新しい関係人口

を獲得できるのではないかと思います。

そこで、今後のウィズコロナを見据えた三

沢市の新しい経済の形、まちの形をつくるた

め、この協働のまちづくり市民提案事業を活

用する考えがないか伺います。

以上で、私の一般質問を終わらせていただ

きます。御答弁のほど、よろしくお願い申し

上げます。

○副議長（瀬崎雅弘君） ただいまの小比類

巻孝幸議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの小比類

巻議員の質問の共生社会ホストタウン推進事

業については私から、協働のまちづくり市民

提案事業の活用につきましては政策部長から

お答えをさせますので、御了承ください。

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に

より、今年開催予定でありました東京２０２

０オリンピック・パラリンピック競技大会が

１年延期となり、その影響が全国各地に及ん

でいるところであります。当市においても、

車椅子ラグビーカナダチームの事前キャンプ

を中止するなど、関連する事業について見直

しや調整を行っているところであります。

このような状況ではありますが、年齢や性

別、障害の有無、国籍の違いなどに関わら

ず、お互いを認め合い、尊重し、誰もが暮ら

しやすい共生社会の実現に向けた取組をソフ

トとハードの両面において推進することは、

地域福祉の向上や市内経済の発展という点に

おいて大変重要なことであると考えておりま

す。

関連事業のうち、店舗等におけるバリアフ

リーへの改修工事の物品購入に対するユニ
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バーサルデザイン推進補助金は、６月１日か

ら受付を開始しており、小学生を対象とした

心のバリアフリー絵画コンクールについて

は、例年どおりに実施する予定であります。

また、障害当事者の講師から、心のバリア

フリーについて学ぶユニバーサルマナー教室

とパラアスリートなどから学ぶトップアス

リート派遣事業については、１学期中の実施

は見送ることとしましたが、２学期以降の実

施に向けて、現在、各学校と日程など調整中

であります。このほか、パラスポーツの体験

授業や心のバリアフリーに関する講演会など

も秋以降に実施する方向で関係者と協議を進

めているところでもあります。

以上の事業は、社会情勢を注視し、当然の

ことながら感染防止策を講じた上で実施する

ことになりますが、幾つかの事業におきまし

ては、オンラインによる実施の可能性につい

ても併せて検討してまいりたいと考えており

ます。

車椅子ラグビーカナダチームにつきまして

は、延期となった来年のパラリンピックの前

に当市で事前キャンプを行いたいという意向

を持っていることから、受入れ態勢について

協議を進めるとともに、ソーシャルネット

ワークサービス、いわゆるＳＮＳを活用した

交流についても検討しているほか、市内の障

害者就労支援事業所などと協力し、カナダ

チームに手作りのマスクを送る事業を進めて

いるところでもあります。しかしながら、現

時点で実施時期や内容を明確にお知らせする

ことができない事業もございますので、これ

らにつきましては、調整ができ次第、広報み

さわや市ホームページ、報道機関などを通じ

て情報発信を強化しながら取り組んでまいり

たいと考えております。

来年度以降の計画におきましても、もとも

と当市はオリンピック・パラリンピックのさ

らにその先の将来を見据えて、市民一人一人

が安心して心豊かに生活できる共生社会を実

現するために、様々な取組を進めてきた経緯

がございます。今後、市民の方々をはじめ、

関係機関、団体などと連携・協力しながら共

生社会の実現に向けた施策を鋭意推進してま

いりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（瀬崎雅弘君） 政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 協働のまちづ

くり市民提案事業の活用についてお答えいた

します。

協働のまちづくり市民提案事業は、市民団

体が自主的及び主体的に企画し、実施する公

益的な事業に対し、上限５０万円で５年を限

度に補助金を交付することで、協働によるま

ちづくりを推進し、住みよい地域社会の実現

を図ることを目的とした制度で、平成２１年

度から事業展開しております。

昨年度は、９団体が提案事業を申請、実施

し、合計で３５２万円の補助金を交付したと

ころであり、今年度は新たに中高生チャレン

ジ事業として、対象を学生にも拡大し、広報

みさわや市ホームページ、マックテレビ等に

より募集しているところであります。

現在、新型コロナウイルス感染症対策の観

点から、募集期間を６月末まで延長し、事前

に申請を予定している複数の団体と意見を交

えながら事業内容の調整を進めているところ

であります。

その中で、新たな取組として提案されてい

るのは、オンラインを活用して、経済や地域

活性化を図るための情報を発信する事業や教

育・人材育成のリモート化による事業など、

ソーシャルディスタンシングを重視した内容

のものも多く、既に市民団体が独自に創意工

夫をしながら事業計画を立てているところで

あります。

御質問の協働のまちづくり市民提案事業の

新型コロナウイルス対策への活用につきまし

ては、今後の展開方針として、いまだ事態の

収束時期が見通せない中、非対面、遠隔サー

ビス等への意識転換が図られているところで

あり、まずは市民の安全対策に万全を期すと

ともに、新たな生活様式の変化を見据えなが

ら市民団体や学校関係者と連携を強化して、
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積極的に支援してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 小比類巻議員。

○４番（小比類巻孝幸君） 答弁、ありがと

うございました。

まず、第１点目の共生社会ホストタウン推

進事業の計画について、市長のほうから今年

の計画に、当初計画から時期の変更はあるけ

れども、中止とかそういうことはないという

ようなことだと理解いたしました。

ただ、やはり今回のことも含めて、今まで

もこの事業に対して、三沢が非常に掲げる事

業であるにもかかわらず、どうしてもホーム

ページを見ても報告書を見ても、報告はある

のですけれども、実際これを今年ここまでこ

ういう事業を展開しますというところ、要は

ロードマップです。もしくは、今、バリアフ

リーの補助でやった事業ですと、今これはバ

リアフリーのためにやっているのですと、こ

の事業を使って展開していることですと、そ

ういう何かシンボルですとか、示すものが何

もない。

要は、できた、この事業を使っていつの間

にかバリアフリー化がなってますというよう

な報告ばかりで、実際これをやります、これ

でやってますというような、何か旗印になる

ような、それがあると、みんなその事業所の

ところでもその事業に積極的にやっているの

ですというＰＲにもなるのではないかと思い

ます。

再質問というものはありませんけれども、

やはりその事業がこれだけ浸透しているのだ

と、この共生社会ホストタウン推進事業がこ

れだけ浸透しているのだというものを見せる

ような何か工夫をこれからもやっていってい

ただきたいと思います。やはりオリ・パラが

終わったからこの推進事業が終わるものでは

ないと思っておりますので、そういうような

御答弁も頂きましたので、ぜひそうやって市

民に浸透していくようにお願いいたします。

第１点目は、強い希望ということで、再質

問はございません。

では、２点目の協働のまちづくり市民提案

事業の活用についてですけれども、今、政策

部長のほうから、市民提案としてオンライン

活用、午前中にも久保田議員のほうから、や

はりこういう情報化社会ですから、行政のほ

うも市民のほうもこういう情報化を進めるべ

きだというお話もありましたけれども、そう

いうことが市民のほうから提案されている

と、それを前向きに今進めているというお話

もありました。

ただ、私がちょっと質問したいのが、そう

いう市民のほうから出てきたから、それに対

して助言をして補助金を出すと。要は、市民

提案を常道的に受け取って、こちらでこの形

であったらという制限をつけてやらせるとい

うそういうことではなくて、もっともっと、

今回、今現在、その市民提案が少ないところ

で、さらに動かなければいけないというとこ

ろであるならば、先ほど私が一般質問の中で

触れたように、十和田市の十和田高校会議所

と、これは正しく聞いたわけではないのであ

れですけれども、ここは十和田の商工会議

所、特にバラ焼きゼミナール、そこで高校生

に手当てしてあげて発足したと。去年発足し

たという経緯がある。

ただ、そこで高校生が２０人で発足する。

それはやはり教育委員会であったり行政で

あったり、そこのバックアップがなければ絶

対できないはずです。そういう形のものがで

きてこそ、若い人たち、これから新しいこと

をやろうという人たちが提案できる、新しい

提案ができるのではないかと思います。

ですので、今現在、ここで市民提案をただ

待つだけではなくて、市のほうから能動的

に、ぜひこういう活動ができないか、こうい

う形で進められないか、そういう提案をして

いくというのも大事だと思います。やはり、

今のお話を聞いている中では、市民提案が少

ないと。待っているだけのような形がありま

す。

余りにもちょっとしゃべり過ぎかもしれま
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せんけれども、今のコロナも災害と考えれ

ば、交付金ですとか補助金というのは、まず

は自分を守る、自分たちを守る自助に使って

ください、でもそれが終わったら、共助、公

助、これのためにみんなで力を出し合って、

みんなで復興しましょう、ウィズコロナ、ア

フターコロナに備えていきましょう、そうい

う形になっていくべきだと思います。ですの

で、市民に対して私たちのほうから要求する

というのは、何も問題はないように私は思い

ます。

ということで、ちょっと市のほうからこの

事業に対して市民への提案ですとか、こうい

うことがやってほしいとか、そういうことが

ありましたら、もっとこういうふうに進めた

いとか、それがありましたら、ちょっとお聞

かせいただきたいと思います。

○副議長（瀬崎雅弘君） 政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） ただいまの小

比類巻議員の再質問にお答えしたいと思いま

す。

もう少し受動的ではなく積極的に市民提案

事業というものに働きかけてはどうかという

お話だったと思いますけれども、まず、この

事業なのですけれども、市民が提案した事業

について市のほうで助言なり様々な手助けを

しますという事業であるということを前提

に、確かに議員おっしゃるように、ただただ

待っているだけではなくて、こちらのほうか

ら様々、今のコロナの感染状況なども踏まえ

て、今はちょっと学校側にはなかなか行けな

いでいるところではございますけれども、相

談もかなりちょこちょこ来ているようですの

で、その辺に関しましても、今後の学校の活

動の負担にならない程度に、学校のほうには

行って様々な説明、それから相談事を受け

て、積極的にアドバイスしてまいりたいと思

います。

また、そのほかの事業につきましても、こ

のコロナの関連の事業についても考えている

団体があるようでございますので、積極的に

相談に乗って、あと、こちらからももしかし

たらアドバイス、それから関係団体の紹介と

か、深く関わってまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 以上で、小比類巻

孝幸議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

奥本菜保巳議員の登壇を願います。

奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜

保巳でございます。先般３月８日投開票の三

沢市議会選挙におきまして、市民の皆さんか

ら御支援を賜り、市議会に復活させていただ

きました。心から感謝申し上げます。ありが

とうございます。

市民の皆さんの負託を受け、市民の切実な

声を議会に届けるとともに、行政の中身を

しっかりチェックし、議員としての務めを果

たしていきたいと決意しております。よろし

くお願いいたします。

さて、４年ぶりの一般質問となりますが、

今回は新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、市民生活、地域経済が大変な状況にある

ことから、この問題１点に絞り、当市の対応

について伺っていきたいと思います。

新型コロナウイルス感染症は、いまだワク

チンや特効薬が開発されておらず、世界中に

混乱を招き、リーマンショックを超える経済

的危機に陥るとも言われています。

三沢市においても、地域経済に大きな打撃

を受けています。コロナ感染症の拡大を防止

するために、外出自粛や休業を余儀なくさ

れ、三沢市の個人事業主、中小企業、医療機

関、福祉施設など、あらゆる業種で経済的打

撃を受けています。また、休業自粛により、

働く人たちが休職や解雇など、失業によって

収入が減少し、生活に支障を来たしている状

況が深刻であると伺っております。

このような現状を踏まえ、国、県、三沢市

の経済対策における融資、支援金を一刻も早

く届けて救済しなければならないと思いま

す。そしてさらに、今後、第２波、第３波の
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襲来も予想されている中で、現在三沢市で

は、感染者がゼロということになっています

が、気を緩めることなく、感染症の防止対策

に力を注ぎ、市民の健康、命、暮らし、地域

経済を守るスピード感ある取組が必要です。

そこで、新型コロナウイルス感染症対策に

ついて、８項目を取り上げ、当市の対応につ

いて伺います。

１点目は、第２波、第３波に備えてのコロ

ナ感染症予防対策、また、ＰＣＲ検査、抗体

検査、抗原検査など、検査体制の構築を含む

医療体制の整備・強化をどのようにされるの

か。

また、現在でも、医療機関ではコロナ禍の

影響で、マスクや防護服、消毒液など、感染

防止に費用がかかることや、外来患者の受診

を控えることから患者数の減少など、経営が

圧迫されていると言われています。医療機関

への支援が必要であると考えますが、当市の

見解を伺います。

２点目は、１人１０万円の特別定額給付金

の支給体制について伺います。

主に支給方法は、申請書が届いてから必要

事項を記入、口座番号など必要書類のコピー

の添付が必要となっています。そこで、独り

暮らしの視覚障害者、高齢者の方々など、申

請書類の作成に戸惑っている方々に対しての

対応、また、記入ミスや記入漏れのある

方々、いまだ申請されていない方々へは、ど

のように対応されているのか、当市の対応を

伺います。

３点目について伺います。

新型コロナウイルス感染症の長期化が予想

される下で、経済の悪化から休職や解雇によ

る失業などにより、生活困窮に陥る方々が増

えつつあります。生活が困窮している方々へ

の救済は待ったなしです。国、県、三沢市に

よる様々な支援制度があることは承知してお

ります。広報みさわ６月号でも支援情報が掲

載されておりました。

現在、問題になっているのが、多くの支援

制度がありますが、手続が煩雑で条件も厳し

く、申請してもなかなかお金が振り込まれな

いという不満の声が高まっていることです。

そこで、三沢市としての支援体制はどのよ

うになっているのか、当市の対応を伺いま

す。

４点目について伺います。

事業者への当市の独自支援策として、第１

次緊急対策支援事業で飲食店に２０万円、第

２次として漁業者、宿泊業者、タクシー、運

転代行者、学習支援業者へ２０万円給付、卸

売・小売業者や理美容業など、生活関連サー

ビス業者には、売上げが２割以上減少した事

業者に１店舗につき２０万円、上限４０万円

を給付するとしております。

しかし、影響を受けている事業者は多岐に

わたり、支援が必要な対象外の製造業、肉用

牛農家、障害者、老人福祉施設などもあるの

ではないでしょうか。支援事業者の対象をさ

らに拡充するべきではないでしょうか。その

ためには、三沢市全体の事業者の経営実態、

窮状を把握し、支援を必要とする事業者への

迅速な相談対応と実効性ある支援など手だて

を打つ必要があります。当市の対応を伺いま

す。

５点目について伺います。

特に経営に大きく打撃を受けているのが飲

食店と言われています。既に店を閉じている

事業者もあると伺っております。２月に八戸

市で感染者が出てから、すぐに客足が遠の

き、売上げが急激に減少し、経営が悪化した

という声もお聞きしました。

このような中で、三沢市の経済部担当課で

飲食店を応援しようとテイクアウト・持ち帰

りを飲食店に勧め、市職員もお弁当の注文を

積極的に呼びかけ、広報みさわで紹介してお

ります。

そこで、市独自の第３次支援策として、テ

イクアウトチケットを配布し、応援してはど

うでしょうか。商品券を配布している自治体

もありますが、過去の実例では、三沢市での

プレミアム商品券が主にスーパーで使われた

ということから、今回は飲食店等への限定的
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な支援になりますが、テイクアウトチケット

を提案いたします。当市の対応を伺います。

次に、６点目、コロナ禍の下での就学援助

について伺います。

就学援助制度とは、経済的理由により就学

が困難と認められる児童生徒の保護者に対

し、市が就学に必要な経費の一部を援助する

制度です。準要保護者に対しての条件の一つ

として、昨年度の課税証明書の提出が求めら

れますが、コロナの影響で家計が急変した世

帯に対し、昨年度の収入で判断せず、年度途

中でも速やかに認定し、活用していただくよ

う保護者に周知徹底すべきだと思います。

また、当市においての就学援助制度の新入

学学用品費、いわゆる入学準備に必要となる

ランドセル、制服などを購入する費用の一部

を援助するための支給額が、三沢市は残念な

がら県内１０市の中で一番低く設定されてお

り、引上げが必要だと思います。

上十三地域の自治体で比較しても最低で

す。中学校の支給額で比較しますと、六ヶ

所、六戸、七戸、横浜、野辺地町で５万７,

４００円、東北町４万７,４００円、おいら

せ町は２万２,９００円、十和田市は２万２,

０００円ですが、三沢市は１万８,５２０円

となっています。

新入学の準備には、お金がかかります。実

情に合わせ、三沢市としても引き上げる必要

があると思います。当市の見解を伺います。

次に、７点目、コロナ禍における国民健康

保険制度について伺います。

経済的な事情、また、何らかの事情により

国保税を払えないなどの滞納等により、国民

健康保険証の代わりに資格証明書を発行され

ている方々がおります。一般的には、治療費

の１割から３割が自己負担となりますが、資

格証明書になると、治療に当たり１０割全額

負担となります。そのため、病気になっても

受診を控え、重症化するケースもあると言わ

れております。

今般、コロナ感染症拡大を防ぐ観点から、

厚労省では、コロナ感染症のＰＣＲ検査と治

療については全額無料で受けられると通知し

ております。しかし、陰性と診断され、感染

していなかったものの肺炎などの病気で治療

を受ければ、全額１００％の自己負担となり

ます。これでは、幾らＰＣＲ検査が無料と

いっても、受診を控えるのではないでしょう

か。命を守るという観点からも、正規の保険

証に切り替えるべきではないでしょうか。

滞納については、その対策を別に取るべき

であり、なぜ払えないのか、払わないのかを

含む生活相談に当たるべきではないでしょう

か。国保担当課で対応し切れないのであれ

ば、福祉など横断的な対応を取り、解決する

べきだと思います。当市の見解を伺います。

次に、８点目について伺います。

現在、日本では、世界中に広がる新型コロ

ナ感染症の国内での拡大を防ぐ水際対策とし

て、入国拒否を１１１の国と地域に対し行っ

ております。しかしながら、アメリカの航空

機動軍団の資料などによりますと、３月１３

日から５月１２日までにアメリカ本土やハワ

イ、グアムから三沢、横田、岩国、嘉手納、

各基地にチャーター機が８６回飛来し、日本

政府が米国からの入国を拒否した４月３日以

降に５８回も飛来しています。これでは、入

国拒否の抜け道が存在し、感染拡大の防止が

不十分ということになります。

先般、米軍基地を抱える１５都道府県でつ

くる渉外知事会は、在日米軍基地における新

型コロナウイルス感染症の発生状況やアメリ

カ側の感染対策を公表するよう求める緊急要

請を外務省、防衛省に対して行っておりま

す。

三沢では、日本人が米軍基地内で働いてお

り、業者も出入りしています。三沢市の感染

防止対策として、米軍三沢基地内の感染状

況、検疫内容やＰＣＲ検査の実施状況などの

情報提供を定期的に公表するよう求め、市民

の安心・安全の確保に努めるべきだと思いま

す。当市の見解を求めます。

以上をもちまして、壇上からの一般質問を

終わります。ありがとうございます。
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○副議長（瀬崎雅弘君） ただいまの奥本菜

保巳議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの奥本議

員の質問の新型コロナウイルス感染症対策に

ついての第８点目、米軍三沢基地内の感染状

況等の情報提供については私から、そのほか

につきましては副市長並びに担当部長からお

答えをさせますので、御了承願います。

米軍三沢基地では、新型コロナウイルス感

染防止対策として、３月下旬から入門ゲート

での検査、混雑する場所への訪問禁止や基地

外での店内飲食禁止など様々な制限をかけて

おり、現在も県外への外出制限、行動記録が

義務づけられるなど、日本より厳しい対策が

講じられている状況にあります。さらに、米

軍三沢基地に海外から赴任した者、国内の他

の基地から移動してきた者に対し、１４日間

の人との接触を避ける移動制限が実施される

など、水際対策についても取り組まれている

ところであります。

米軍三沢基地内の感染防止対策や感染状況

について米軍に公表を求め、三沢市として市

民に情報提供すべきとのことでありますが、

感染防止対策については、米軍三沢基地では

ホームページ等を通じて情報を発信している

ことから、その情報を随時確認し、市民の周

知が必要と判断される場合には、各関係機関

とともに協議の上、情報発信ができるよう体

制を整えてまいりたいと考えております。

また、基地内の感染状況につきましては、

米国防総省の方針として、基地ごとの情報は

公表しないとのことでありますが、感染者が

発生した場合に、よりスムーズに対応ができ

るよう、三沢市と三沢基地、関係機関などに

よる意見交換の場を設けるなど、連携を強化

することで可能な範囲での情報提供を求めて

いきたいと考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（瀬崎雅弘君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 新型コロナウイ

ルス感染症対策についての第１点目、第２

波、第３波に備えてのコロナ感染予防対策、

ＰＣＲ検査など医療体制の整備・強化、医療

機関への支援についてお答えいたします。

新型コロナウイルス感染予防対策について

は、これまで外出の自粛、手洗い、マスクの

着用、三つの密の回避を市民の皆様に御協力

いただいたことにより、三沢市からは感染者

が１人も出ていないという状況にございま

す。

現在、全国に発令された緊急事態宣言は解

除され、段階的に規制が緩和されていくこと

になりますが、それに伴い感染の第２波、第

３波が心配されるところでございます。市民

の皆様には、これまで行ってきた基本的な対

策を継続するとともに、国が示した新しい生

活様式を実践されるよう、ホームページ及び

マックテレビを通じて継続的に周知を図って

まいりたいと考えております。

次に、ＰＣＲ検査についてでございます

が、強い倦怠感や呼吸困難、高熱等のいずれ

かがある場合には、まず上十三保健所に設置

されている帰国者・接触者相談センターに相

談していただくこととなっております。相談

の結果、感染の疑いがある場合には、受診を

勧められた帰国者・接触者外来を受診し、医

師の判断によりＰＣＲ検査が行われます。市

民の皆様の不安解消のため、そのような症状

がある場合には、すぐに相談されるよう周知

するとともに、引き続き上十三保健所と連携

を図ってまいりたいと考えております。

また、県におけるＰＣＲ検査の検査能力

は、現在、県環境保健センターの１か所で実

施しておりますが、今後、全自動ＰＣＲ検査

装置を導入するとともに、検査を外部委託

し、検査可能数を６倍以上に増やす予定であ

るとのことでございます。

次に、医療体制の整備・強化につきまして

は、三沢市立三沢病院の現況等についてお答

えいたします。

市立三沢病院では、県内での新型コロナウ

イルス感染拡大に備え、感染が疑われる患者
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と一般患者との動線が交わらないようにする

ため、病院の西側に整備しているプレハブの

診療所を４月８日から発熱外来として稼働し

ているところであります。これまでの状況と

いたしましては、４月に３３件、５月２８件

の計６１件の診察を行っております。

また、十和田市でのクラスター発生に際し

ては、上十三地域における感染症指定医療機

関である十和田市立中央病院で感染患者の受

入れが許容病床数をオーバーするおそれが

あったことから、県の要請に基づき４階東病

棟を閉鎖し、感染病棟に転換して、新型コロ

ナウイルス感染症患者の受入れ態勢を整えて

おります。

今後、新型コロナウイルスの第２波、第３

波が懸念されておりますことから、市立三沢

病院では、国や県の補助事業を活用し、感染

者が入院した場合の院内感染防止に有効とさ

れる簡易陰圧装置や重症患者に使用する人工

呼吸器を整備し対応することといたしており

ます。

次に、新型コロナウイルス感染拡大による

市立三沢病院の財務状況についてでございま

すが、先ほど申し上げましたように、４階東

病棟を閉鎖したことや不急の手術・検査を取

りやめたこと、人間ドッグ、里帰り出産を休

止したことにより、４月の対前年比では１

１.６％の減となっております。このような

ことから、市といたしましては、できる限り

の支援等をしてまいりたいと考えておりま

す。

次に、第７点目、国民健康保険証の配付に

ついてお答えいたします。

国民健康保険被保険者資格証明書は、世帯

主の疾病や失業等の特別な事情もなく、当市

からの照会にも応じず、一定期間保険税を納

付していない方に被保険者証に代えて交付す

るものであります。

今回、新型コロナウイルス感染症の受診時

における資格証明書の取扱いについて、令和

２年２月に通常の保険証として取り扱うよう

に国から保険医療機関などに通知が出ており

ます。また、３月に、ＰＣＲ検査に係る自己

負担について公費負担とすることの通知も出

ております。このようなことから、新型コロ

ナウイルス感染症の受診環境はおおむね整備

できているものと考えます。

資格証明書の交付は、保険税を納付してい

ない方との納付相談の機会の確保や被保険者

間の医療費や税負担の公平性を図るために設

けられた制度でございますが、資格証明書の

交付後に被保険者が緊急に医療機関を受診す

る必要性が生じ、医療費の支払いが困難であ

ると申し出を行った場合には、有効期限の短

い被保険者証を交付することができるとされ

ております。このような制度の趣旨を踏まえ

まして、個別の状況に応じた柔軟な対応を今

後も継続してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 福祉部長。

○福祉部長（工藤雅則君） 新型コロナウイ

ルス感染症対策についての第３点目、長期化

が予想されるコロナ禍の下で、休職や失業な

どにより生活が困窮している方々への支援に

ついてお答えいたします。

本年４月、政府は新型コロナウイルス感染

症緊急経済対策を取りまとめ、その中で特別

定額給付金をはじめ、雇用の維持や事業継続

への支援といった各種支援策を打ち出してい

るところでありますが、当市では、それらの

支援策に加えて、飲食業緊急支援助成金、経

済対策支援助成金、「ふるさと三沢」大学生

等応援給付金といった市独自の対策を実施

し、低迷している市内経済への支援と御家庭

への負担軽減を図ることとしております。

当市における生活が困窮している方々への

対応といたしましては、福祉事務所内に設置

している生活困窮者自立支援相談窓口におい

て、様々な課題を抱える生活相談者に対しま

して関係機関と連携した就労支援や家計改善

支援、各種制度へのあっせんなどの事業を実

施しております。このうち、具体的な生活支

援といたしましては、最大９か月間の家賃相

当額を給付する住居確保給付金や、青森県社
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会福祉協議会において、生活費として２０万

円を上限とする緊急小口資金の貸付制度など

が、従来からの貸付要件を緩和した上で用意

されております。

当該相談窓口からこれらの制度を利用され

る場合、いずれも申請後に１から２週間の審

査期間を要することから、特に緊急性のある

相談者に対しましては、この審査期間のつな

ぎとして、これらの制度とは別に青森県社会

福祉協議会または三沢市社会福祉協議会が実

施する現物給付や貸付資金制度、食料支援制

度などと連携することにより、切れ目のない

緊急時の生活支援を図っているところであり

ます。

また、国が行う各種支援策のほかに、市が

独自で生活に困窮する方々に支援策を講ずる

考えがないかとのお尋ねにつきましては、一

時的に生活資金として支援することも有効な

手段の一つと認識しておりますが、市といた

しましては、既存の生活支援策と生活困窮者

自立支援制度を十分に活用することにより、

相談者からの声を広く受け止め、個々の実情

に合わせた就労、税務、住宅、福祉、教育な

どの各分野での支援を進め、早期の自立を促

すことが最も有効であると考えております。

なお、こうした生活支援策は、事前の周知

が極めて重要と考えていることから、市が行

う生活困窮者自立支援相談事業については、

既に市民課や税務課などの窓口に設置してあ

りますチラシや市のホームページ及び市広報

みさわを活用し、機会あるごとに市民の皆様

に周知を図るとともに、青森県社会福祉協議

会及び三沢市社会福祉協議会が行う各種救済

支援事業につきましても、連携して周知運用

に努めてまいります。

今後におきましても、これまで以上に庁内

関係部局や関係機関、民生委員の方々などと

連携を図り、新型コロナウイルスの影響を受

けて生活に困っている方々の早期把握と生活

困窮者自立支援制度を活用した支援の充実に

努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 経済部長。

○経済部長兼新型コロナウイルス感染症対策

支援室長（関 敏徳君） 新型コロナウイル

ス感染対策についての第２点目、特別定額給

付金の申請に関わる対応についてお答えいた

します。

政府主導の下に実施されている特別定額給

付金ですが、４月２７日現在、当市に住民登

録を持つ方々１万９,４４２世帯を対象とし

て、５月１８日に各世帯に対して申請書類を

郵送したところでございます。このうち、６

月８日現在となりますが、約１万９,０００

件の申請を頂いており、うち約１万５,００

０件について当該給付金の振込を完了してお

ります。

御質問の申請書類の作成が困難な方々及び

未申請の方々への対応についてですが、市で

は申請を受理した後、必要書類の添付間違い

や記入漏れ等があった方々に対し個別に連絡

を取り、追加書類の提出等をお願いしており

ます。また、様々な理由により御自身では申

請書の作成が困難な方々に対しては、市役所

別館と総合社会福祉センターにそれぞれ相談

窓口を設けており、その場で記入方法を説明

しつつ、併せて窓口申請も受け付けておりま

す。加えて、未申請の方々に対しましては、

各種媒体を用いて周知を図ることはもちろ

ん、御指摘の視覚障害者、高齢者等、申請書

類の作成が困難な方々へのフォローについて

も、関係課と連携しながら個別にコンタクト

を取ることができるよう取り組んでまいりま

す。

いずれにいたしましても、該当する全ての

市民が受給できる給付金でありますことか

ら、望む方全てに給付できるよう努めてまい

ります。

次に、第４点目、市内全事業の経営実態を

把握した上での経済支援対策の実施について

お答えいたします。

当市では、これまでの市内に所在する事業

者の多くが、新型コロナウイルス感染症の拡

大によって短期間で甚大な影響を受けている
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ものと認識しており、地域経済の存続のため

にも、適正で迅速な経済支援が必要であるも

のと考えております。このため、特に大きな

影響を受けるとともに速急な支援が必要とさ

れている業種として、第１弾では市内飲食業

に対する経済支援を、第２弾では漁業者、宿

泊業、タクシー、運転代行業、学習支援業と

２０％以上の減収になった卸売・小売業、生

活関連サービス業に対する経済支援を実施し

てきたところでございます。

しかしながら、御指摘のとおり、これまで

の経済支援策の対象となっていない業種への

追加支援等について、市内全体の事業者にお

ける経営実態の調査をした上で、実施してい

く必要性についても認識しております。しか

しながら、新型コロナウイルス感染症の今後

の発生状況によっては、調査後に経営実態が

大きく変動することも予想されます。また、

当該調査には、多くの時間が必要であること

から、速急な支援を求める事業者に対応する

ことができなくなる可能性もございます。

このため、現在のところ、市内全体の事業

者における経営実態の調査を実施する計画は

ございませんが、今後における社会情勢や

国、県における政策等を見極めつつ、議員の

皆様や経済団体等からの御協力を得ながら、

新たな支援等について検討を行い、スピード

感を持って対応してまいりたいと考えており

ます。

次に、第５点目、飲食店等が実施している

テイクアウト企画を応援するためのテイクア

ウトチケットの配布等についてお答えいたし

ます。

当市の飲食業は、事業者比率が県内で最も

高いとされているとともに、休業要請などの

影響によって、非常に大きなダメージを受け

ている業種であるものと認識しております。

このため、売上の低迷や過剰在庫等の課題を

抱えた事業者の販路拡大の一助とするため、

三沢のごちそうＬＩＮＫを展開するととも

に、経済支援の第１弾として実施した市内飲

食業に対する飲食業緊急支援助成金を給付し

ているところでございます。

しかしながら、御指摘のとおり、市内飲食

店への誘客、消費喚起としてさらなる支援対

策が求められていることは承知しているとこ

ろでございます。また、テイクアウトメ

ニューを企画・運用している店舗がある一方

で、このような事業を実施できない飲食店も

あり、より幅広い支援についても必要である

と考えているところであります。

このため、市では、飲食業に対するさらな

る支援策として、市内飲食店で利用可能なプ

レミアムつき飲食券事業の実施について、現

在、商工会と連携しながら検討しているとこ

ろでございます。

この事業は、これまで実施してきたプレミ

アム商品券の飲食版となっており、テイクア

ウトメニューへの利用も可能となります。ま

た、当該事業は、市内飲食店への経済支援に

なるだけでなく、活用する市民に対する生活

支援策にもつながるものと考えております。

いずれにいたしましても、新型コロナウイ

ルス感染症の発生によって、市内経済はこれ

まで経験したことのない危機的な状況になっ

ていることから、テイクアウトを行っている

事業者も含めた経済支援策として、スピード

感を持って対応したいと考えているところで

ございます。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 教育部長。

○教育部長（小泉厚子君） 新型コロナウイ

ルス感染症対策の第６点目、就学援助制度の

年度途中での認定及び新入学準備金の引上げ

についてお答えいたします。

義務教育段階の就学援助につきましては、

学校教育法第１９条において「経済的理由に

よつて、就学困難と認められる学齢児童又は

学齢生徒の保護者に対しては、市町村は、必

要な援助を与えなければならない」と規定さ

れております。教育委員会では、この規定を

受け、三沢市要保護・準要保護児童生徒援助

費支給要綱を定め、これまでも年間を通して

相談を受け付け、該当する児童生徒に対し、
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学用品費、修学旅行費、給食費等の必要経費

を援助する就学援助制度を実施しておりま

す。

御質問の新型コロナウイルス感染症の影響

により家計が急変した世帯への年度途中の就

学援助につきましては、学校に対して、保護

者の失業や収入減により、就学援助等が必要

と見受けられる場合には教育委員会へ相談す

るようにと指示し、これまで以上に児童生徒

の様子に配慮しております。

教育委員会では、今後も年間を通じて、保

護者の就学援助の相談や認定に関して柔軟に

対応してまいりたいと考えております。

次に、新入学準備金の引上げについてお答

えいたします。

当市の新入学準備金は、来年度の新入学生

からそれぞれ１万円増額し、小学校２万５,

３００円、中学校２万８,７００円となるよ

う今年度の当初予算に盛り込んでおります。

しかしながら、当市の支給額は１０市の平均

をやや下回ることから、引き続き国や他市町

村の状況を見ながら関係機関等と連携し、全

ての児童生徒が義務教育を円滑に受けること

ができるように努めてまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、まず再質問の前に、国難とも言

われる新型コロナ危機の中で対策本部、対策

室を立ち上げ、市独自の支援策を打ち出し、

市民の暮らしと地域経済を守るために頑張っ

ていただいている市長はじめ副市長、担当職

員の皆さんに対し、まずは心から敬意を表し

たいと思います。

三沢市独自の、本当に支援策、これは他の

地域からもすごいねと言われる事業もござい

ます。そういう中で、本当に懸命に頑張って

らっしゃるということは、もちろん重々知っ

ております。

そういう中で、１点目についてなのですけ

れども、これはやはり皆さんも今ちょっと緊

急事態宣言が解除され、また、経済活動が

徐々に戻るような、そういうような緩和とい

うか、そういうような状況にあって、気が緩

んでいるような気がしております。私はやは

り懸念しているのが、この第２波、第３波な

のです。秋、風邪を引いたりインフルエンザ

になったり、本当にそういうときに混乱する

のではないかということを、すごく今から私

は懸念しております。そういう中で、医療体

制の本当に強化が今求められていると思って

います。

やはりまだまだ、今の時点でマスク、防護

服、消毒液など間に合っているというお話も

伺いましたけれども、この秋に備えてしっか

りとやっていかなければならないと思います

し、市立病院をはじめ個人の病院もそうです

が、この対策で負担になっていると思いま

す。また、患者さんが減っている、こういう

ところに対して、しっかりと対応していく必

要があるのだと思います。

医療機関を守るということは、市民の命を

守るということと同じだと思います。その辺

はしっかりと対応していただきたい、そうい

うふうな思いで強調したいと思います。こち

らは再質問はございません。

２点目なのですけれども、給付金も今、最

後の最後まで個別に対応してくださるという

ことでしたので、この熱意といいますか、今

は休みも返上して頑張っていらっしゃる職員

の皆さん、本当にありがたいと思っていま

す。引き続きしっかりとやっていただきたい

ということも申し上げておきたいと思いま

す。

３点目なのですけれども、今、生活困窮、

どんどん経済がよくなるという見通しが今は

立ってない状況にあります。その中で一番非

正規雇用、こういった方々、あとまた休業に

よって、休業、休職、休んでくれと言われた

り、そういう中ですぐに現金が必要だという

方々もいらっしゃると思うのです。今、三沢

市ではこのように、この広報６月号に分かり
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やすく経済支援情報というのが掲載されてお

ります。これは本当にたくさんあるのです。

こういう中にあって、今、国も大変問題に

なっているのですけれども、支援策はたくさ

んあるのです。だけれども、必要なときに届

かない、こういうような事態が起こっている

というふうに言われております。

そこで、３点目としてなのですけれども、

高知市でも実際にやっていたことなのです

が、今、国の第２次補正、明日成立するとい

うふうに言われておりますけれども、その中

でもまた独り親世帯への支援、学生への支

援、事業主への家賃の補助、多くの支援策が

盛り込まれております。この国の支援を待っ

ていると、１か月、２か月、いつ来るのか。

来たときには、もう既に本当に大変な状況に

なっているというふうなことが予想されま

す。

そういう中で、高知市で行っていたよう

に、国も県も三沢市もそうなのですけれど

も、こういう早期に支援する、支給する特別

窓口、私これは絶対に必要でないかと思うの

です。先ほども社協が行っている小口融資と

か、様々な貸付け、そして現物給付、フード

バンクのようなものもあります。だけれど

も、それも必要ですけれども、国、県、市が

支給する。真っ先に必要な方たちにすぐ届け

られるような、そういう方たちが来たときに

すぐ届けられるような特別窓口というのを高

知市でやっているそうですけれども、そうい

う窓口というのは必要でないかと思います。

これは、今、突然言っているので、検討課題

として挙げていただけないかということで、

いかがでしょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 福祉部長。

○福祉部長（工藤雅則君） 再質問にお答え

いたします。

今後、国が進めようとしています第２次補

正に基づく各種の支援策、こちらにつきまし

て、まだ具体的に制度設計などが見えていな

い部分もございます。しかしながら、私ども

の姿勢といたしましては、議員おっしゃると

おり、困っている方々にはいろいろな手だ

て、手段、先ほど申し上げました生活自立支

援制度、こちらの窓口では相談を受け付けま

すと直ちに小口融資ですとか、さらには生活

支援制度、こちらのものにもつなげるような

相談体制になってございますので、そちらの

ほうと兼ね合わせながら、新しい制度を研究

してまいりたいと思います。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） ありがとうござい

ました。御答弁ありがとうございました。

しっかりと検討していただきたいというふう

に思います。

４点目なのですけれども、これはやはり

今、事業者の方々が本当に大変な事態になっ

ております。そこで、先ほども西村議員が質

問されておりましたけれども、地方臨時交付

金、第１次補正で１兆円あり、三沢市への配

分が１億７,１００万円だったと伺っており

ます。２次補正で２兆円になります。こうい

う中で、三沢市にこれから国から交付金が配

分されると思うのですけれども、また、先ほ

ど言われました不用額となる使われない財源

８,５００万円、こういったことを活用し

て、やはり事業者への経済的支援、私は全て

の業種にすぐにやるべきだと思うのですけれ

ども。今、様々な状況、声を聞きながらと

言っているのですけれども、今は問題になっ

ているのは、やっぱりスピード感なのです。

早く困っているところに届けなければならな

いのです。

そういう意味で、対象外の人たちは本当に

困っています。飲食店の人たちも、本当に大

変だって、本当にお弁当を買いに行くと、元

気がなくて、しょんぼりしています。こうい

うところに早く、スピード感を持って対応す

べきだと思います。財源のこともあると思い

ますが、こういうことを活用して、すぐに対

象外の方に支給するお考えがないか伺いたい

と思います。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。
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経済部長。

○経済部長兼新型コロナウイルス感染症対策

支援室長（関 敏徳君） ただいまの奥本議

員の再質問についてお答えしたいと思いま

す。

今後、国の２次補正等の予算が来るという

ことも聞いております。どの程度の額が来る

か、まだ未確定部分が大きいところもありま

すので、今後の市内の業者等の状況をよく注

視しながら、スピード感を持って早めに、必

要な困っている方の業者には早めに支援して

いきたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） ５点目についてで

すが、これは事業者への支援ということで関

連しておりますので、再質問はございませ

ん。

６点目なのですけれども、就学援助の準備

金、ようやくこの上十三地域でも最下位では

ないと。２万５,３００円、２万８,７００円

というふうに引き上げるという、これが今年

度の予算のほうに組み込まれていたと、そう

いうことを聞いて安心しました。ただ、やは

り先ほどもおっしゃってましたけれども、ま

だ足りないと。ほかの自治体は５万７,４０

０円とあります。その辺もしっかりとこれか

らの、実際に入学準備には本当にお金がかか

るのです。子育て世帯は、本当に大変だと思

います。

そういう中で、しっかりと検討していただ

きたいということをまず申し上げて、再質は

ございません。

７点目なのですけれども、この問題の国民

健康保険制度というのは、本当に最後のセー

フティーネットとも言われておりますけれど

も、資格証明書の方でもしっかりと短期保険

証にして救済するというお話を伺いました。

それは分かるのですけれども、やはりその資

格証明書を持っている方々が積極的に受ける

のかなと。積極的に、そういう風邪を引いて

せき込んで、肺炎になったような方が、すぐ

にこの内容を、無料だということも知らない

のではないでしょうか。

そういうふうな方々に、私は患者が持つ医

療を受ける権利、この受診権というものを侵

害して滞納者へのペナルティーというのは、

やはり社会保障の原則に反するものだという

ふうに思っております。そういう意味でも、

やはりここは短期ではなく、資格証ではな

く、正規の保険証、今はこういう時期ですか

ら渡すべきでないでしょうか。公平性という

ことも大事かもしれませんけれども、やはり

命を守るということ、感染を防止させるとい

うこと、今はこれが本当に強く求められてい

ると思うのです。その辺についていかがで

しょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 副市長。

なお、奥本議員の持ち時間終了５分前です

ので、答弁は簡素にお願いいたします。

○副市長（米田光一郎君） 正規の保険証を

現況で交付してほしいということですが、資

格証明書の交付は、特別な事情が認められる

場合以外は交付するものでありまして、被保

険者に医療を受ける権利を保障しているもの

と認識しております。この制度の中では、な

かなかこの資格証明書をやめて正規の保険証

に換えるというのは難しいものと考えます。

これを補塡するものとして、市で持ってい

る福祉関係とか、様々な制度を活用して対応

してまいりたいと考えております。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 国民健康保険制度

はいろいろ問題がありますので、また改めて

一般質問で取り上げていきたいと思っており

ます。

８点目の米軍への、最後になりますけれど

も、これはやはりアメリカ国防省が基地ごと

の感染状況を非公開にするというふうな方針

を打ち出しておりまして、そういう中で今、

当局として、そういう中でもしっかりと情報

をつかみたいと、つかむ努力をしていくのだ

というふうに私は受け止めました。しかしな

がら、この小さな自治体で市長が訴えて、指
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令官が言うことを聞くかどうか。やはり今、

渉外知事会のように、防衛省、国に対して

しっかりとこれは渉外知事会のように要望を

上げていく必要があるのではないかと思いま

すが、その点についていかがでしょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 米軍の中で感染

があった場合に公表するように求めていくべ

きだと、いろいろな機関を通じてということ

でございますが、そのことに関して二つのこ

とを申し述べたいと思います。

まず第１は、日米合同委員会の覚書の中

に、在日米軍の各病院の指揮官と現地の保健

所長が感染に関して情報交換するというよう

な定めがございます。当該地域について言え

ば、米軍三沢基地の医療群司令と上十三保健

所長の関係になります。こういうことで情報

共有はされると思うのですが、それを外部に

公表するかどうかは別なことでございます。

市としても、中でやっているのであれば、情

報はほしいということは申し述べておりま

す。

次に、２点目ですが、３月の下旬に２回ほ

ど市長と米軍基地司令官ストルーヴィ大佐と

情報交換しております。その中で、可能な限

り三沢市の意向に沿うようにやっていきたい

と。ただ、自分たちの上司には本国の上司が

おりますので、その指示から出ることはでき

ないけれども、自分の権限でできることは可

能な限りしたいと伝えられております。３空

団司令とも同じような話をしております。

このことを踏まえまして、６月１７日に米

軍の司令官と３空団司令と、あと基地従業員

の雇用主である三沢の所長というか、防衛事

務所の所長さんを交えて、あと医師会長も交

えて、対策本部という形で様々な情報を交換

したいと思います。その中で、進展があれば

求めたい。可能性があって合理的であるとな

れば求めたいと思いますが、そうでない場合

には、可能な限り連携を強化していくという

ことになります。

以上であります。

○副議長（瀬崎雅弘君） 以上で、奥本菜保

巳議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（瀬崎雅弘君） 本日の日程は、以

上で終了いたします。

なお、明日も引き続き市政に対する一般質

問を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

御苦労さまでした。

午後 ２時２４分 散会


